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障害者に係る施策の体系図 

 

１ 身体・知的障害者に係る相談・支援等の実施 

        １ 身体障害者、知的障害者の援護の実施 

        ２ 障害者自立支援法の制度の周知と利用支援 

         ３ 審査会の設置と認定調査の実施 

         ４ 身体・知的相談員の設置 

         ５ 職員研修の実施 

 

２ 介護給付費（訪問系サービス）の支給 

         １ 居宅介護 

         ２ 重度訪問介護 

         ３ 行動援護 

         ４ 重度障害者等包括支援 

 

３ 介護給付費・訓練等給付費（日中活動系サービス）の支給 

         １ 生活介護 

         ２ 自立訓練 

         ３ 就労移行支援 

         ４ 就労継続支援 

         ５ 療養介護 

         ６ 児童デイサービス 

         ７ 短期入所 

 

４ 介護給付費・訓練等給付費（居住系サービス）の支給 

         １ 共同生活援助（グループホーム） 

         ２ 共同生活介護（ケアホーム） 

         ３ 施設入所支援 

 

５ サービス利用計画作成費の支給 

         １ サービス利用計画の作成 
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６ 介護給付費・訓練等給付費（旧体系サービス）の支給 

         １ 日中活動系旧入所サービス 

         ２ 日中活動系旧通所サービス 

         ３ 居住系旧入所サービス 

    

７ 地域生活支援事業の実施 

         １ 相談支援事業の実施 

         ２ 地域自立支援協議会の設置 

         ３ 市町村相談支援機能強化事業 

         ４ 住宅入居等支援事業 

         ５ 成年後見制度利用支援事業 

         ６－１ コミュニケーション支援事業（手話通訳者等の派遣） 

         ６－２ コミュニケーション支援事業（点訳、音訳事業） 

         ６－３ コミュニケーション支援事業（手話通訳者設置事業） 

         ６－４ コミュニケーション支援事業（奉仕員養成研修事業） 

         ７ 日常生活用具給付等事業 

         ８ 移動支援事業 

         ９ 地域活動支援センター事業 

        １０ 訪問入浴サービス事業 

        １１ 更生訓練費給付事業 

        １２ 就職支度金給付事業 

        １３ 日中一時支援事業 

        １４ 自動車運転免許取得費の助成事業 

        １５ 自動車改造費の助成事業 

        １６ 住宅設備改善費の給付 
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８ 在宅障害者支援事業の実施 

         １ 心身障害者・児緊急一時保護事業 

         ２ 重度脳性麻痺者介護事業 

        ３ 福祉タクシー事業 

         ４ ガソリン費助成事業 

         ５ 電話料助成事業 

         ６ 寝具乾燥等事業 

         ７ おむつ支給事業 

         ８ 緊急通報システム及び火災安全システム事業 

         ９ 酸素購入費の助成事業 

        １０ 食事サービス事業 

        １１ 福祉車両貸出事業 

        １２ のぞみ集会所運営事業 

        １３ 身体障害者補助犬の貸与事業 

        １４ 都営交通無料乗車券の発行 

 

  ９ 心身障害者に対する医療費助成・補装具の給付・在宅医療サービスの実施 

         １ 自立支援医療（更生医療）給付費の給付 

         ２ 自立支援医療（育成医療）の申請受理 

         ３ 補装具費の給付 

         ４ 心身障害者（児）医療費助成 

         ５ 障害者の歯科診療の実施 

  

１０ 手当等の支給 

         １ 心身障害児福祉手当 

         ２ 心身障害者福祉手当 

         ３ 難病患者福祉手当 

         ４ 原爆被爆者見舞金 
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１１ 小規模作業所等への支援 

         １ 心身障害者通所授産事業運営費等補助 

         ２ 精神障害者共同作業所通所訓練事業運営費等補助 

         ３ 小規模通所授産施設事業運営費補助 

         ４ 小規模作業所等の運営支援 

         ５ 小規模作業所作品展等の会場提供 

         ６ 地域デイグループ事業運営費等補助 

 

１２ 障害者の権利擁護等の支援 

         １ 地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の推進 

         ２ 成年後見制度の利用支援  

 

１３ 精神障害者（児）の支援 

         １ 自立支援医療（精神通院） 医療費助成の申請受理 

         ２ 小児精神障害者入院医療費助成の申請受理 

         ３ 精神保健福祉相談（一般相談） 

         ４ 精神保健福祉手帳の申請受理 

         ５ 精神保健講演会の実施 

 

１４ 難病患者の支援 

         １ 難病等医療費助成の申請受理 

         ２ 在宅難病患者の療養相談 

         ３ 難病患者ホームヘルプ事業 

         ４ 難病患者日常生活用具給付事業 

 

１５ 保育・療育・教育の充実 

         １ 障害児の保育 

         ２ 障害児の療育事業 

         ３ 障害児の学童保育 

         ４ 特別支援相談支援体制（ネットワーク）の構築 

         ５ 発達障害の早期発見と支援  
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１６ 高次脳機能障害者の支援 

         １ 高次脳機能障害者の相談支援の充実 

 

１７ 就労の支援 

         １ 就労支援情報の提供 

         ２ 職業訓練等情報の提供 

         ３ 障害者就労支援関係機関連絡会等への参加 

 

１８ 生涯学習と社会参加の支援 

         １ 学習機会の保障 

         ２ スポーツ・レクリエーション活動の充実 

 

１９ 障害者理解の推進 

         １ 共生社会の理念の普及 

         ２ 障害者への配慮等に係る啓発 

 

２０ バリアフリー化の推進 

         １ 都営住宅建替え整備に関する要請 

         ２ 情報のバリアフリー化 
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１  身体・知的障害者に係る相談・支援等の実施  

  身体障害者福祉法、知的障害者福祉法に基づき、相談・支援業務を実施しま

す。  

また、障害者自立支援法に基づき制度の周知と利用支援を行います。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １‐１ 

項目 身体障害者、知的障害者の援護の実施＜新規＞ 

内容 

身体障害者手帳、愛の手帳（東京都療育手帳）を交

付された障害者や家族の相談に応じ、障害者個々の心

身の状況、サービス利用の意向、家族の状況等を踏ま

え、適切なサービスが利用できるよう支援を行います。 

１９年度実施状況 

＜参考＞ 

身体障害者の相談支援 2,002 人 

知的障害者の相談支援 478 人 

２３年度目標 継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 １‐２ 

項目 障害者自立支援法の制度の周知と利用支援  

内容 

障害者の日常生活を支える基本的な制度である障害

者自立支援法について、障害者、家族及び事業者等に

必要な情報の提供を行い、制度の周知と利用支援を行

います。  

なお、制度の利用に際しては、障害者や家族からの相

談に応じ、障害者一人ひとりの心身の状況、サービス

利用の意向、家族の状況等を踏まえ、必要とされるサ

ービスの助言をし、サービスの実施状況の把握や評価

を行い、必要があれば見直しなどを行い、適切なサー

ビスを継続できるよう支援します。 

１９年度実施状況 

市報、ホームページ、障害福祉課の窓口で制度の周

知に努めました。 

また、サービス利用の支援を行いました。 

２３年度目標 継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １‐３ 

項目 審査会の設置と認定調査の実施 

内容 

障害者自立支援法の規定に基づき、障害程度区分の

判定を中立・公正かつ専門的な立場で行う障害程度区

分判定審査会を設置し、審査判定業務を行います。  

判定の根拠となる障害程度区分の認定調査について

は、専門研修を修了した市職員が行います。 

１９年度実施状況 

審査会委員数 12 名 

開催回数 9 回 

審査件数 28 件 

２３年度目標 継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 １‐４ 

項目 身体・知的相談員の設置＜新規＞ 

内容 

身体に障害のある方の更生援護の相談に応じ、また、

身体障害者の地域活動を推進する身体障害者相談員及

び知的障害者の更生援護に関し本人またはその保護者

等からの相談に応じ、知的障害者援護思想の普及に資

する業務を行う知的障害者相談員を委託し、身体障害

者及び知的障害者の福祉の推進を図ります。 

１９年度実施状況 

＜参考＞ 

身体障害者相談員 4 人 

知的障害者相談員 3 人 

２３年度目標 継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １‐５ 

項目 職員研修の実施＜新規＞ 

内容 
障害者施策担当職員の専門性の向上を図るため、障

害者施策に係る研修会等に参加します。 

１９年度実施状況 ＜参考＞東京都主催の各種研修会に参加しました。 

２３年度目標 継続 

担当課 障害福祉課 
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２   介護給付費（訪問系サービス：居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度

障害者等包括支援）の支給  

   日常生活を支える訪問系サービスを適正に支給します。また、提供体制の

確保に努めます。  

 

《主な取り組み》    

 

整理番号 ２‐１ 

項目 居宅介護【第２期】 

内容 

自宅で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要な居宅介護サービスを提供します。  

居宅介護を提供する指定事業者は平成２０年１２月１

日現在、東大和市内に１５箇所あります。提供体制は

ほぼ充足しています。 

１９年度実施状況 
実利用者数  54 人 

利用時間 1,160 時間（１月当たり） 

２３年度目標 

（見込量） 

実利用者数  78 人 

利用時間 1,542 時間（１月当たり) 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ２‐２ 

項目 重度訪問介護【第２期】 

内容 

重度の肢体不自由者であって、常に介護を必要とす

る障害者に対し、自宅での入浴や排せつ、食事などの

介護や外出時の移動支援を総合的に行います。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要な重度訪問介護サービスを提供します。  

重度訪問介護を提供する指定事業者は平成２０年１

２月１日現在、東大和市内に１５箇所あります。  

市外の指定事業者の活用を含め提供体制はほぼ充足

しています。  

介護の性格から、長時間のサービスを複数の事業者

により確保することが必要な場合があります。  

状況に応じて、関係者による会議を開催し、提供体制

の確保に努めます。 

１９年度実施状況 

（見込量） 

実利用者数  17 人 

利用時間 6,281 時間（１月当たり） 

２３年度目標 
実利用者数  21 人 

利用時間 7,760 時間（１月当たり) 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ２－３ 

項目 行動援護【第２期】 

内容 

知的障害または精神障害により行動上著しい困難を

有する障害者に介助や外出時の移動の支援などを行い

ます。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要な行動援護サービスを提供します。  

行動援護を提供する指定事業者は平成２０年１２月

１日現在、東大和市内に２箇所あります。  

市外の指定事業者の活用を含め提供体制はほぼ充足し

ています。 

１９年度実施状況 

（見込量） 

実利用者数 2 人 

利用時間 22 時間（１月当たり） 

２３年度目標 
実利用者数 6 人 

利用時間 66 時間（１月当たり) 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ２‐４ 

項目 重度障害者等包括支援【第２期】 

内容 

常時介護を要する障害者等で特に介護の必要な程度

が高いと認められた方に対し、居宅介護などの障害福

祉サービスを包括的に提供します。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要な重度障害者等包括支援サービスを提供しま

す。  

重度障害者等包括支援を提供する事業者は、平成２

０年１２月１日現在、東大和市内にはありませんが、

立川市に１箇所、小平市に１箇所、国立市に２箇所あ

ります。 

１９年度実施状況 

（見込量） 
実利用者数 0 人（１月当たり） 

２３年度目標 実利用者数 0 人（１月当たり) 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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３   介 護 給付 費 ・ 訓練 等 給 付 費 （日 中 活 動系 サ ー ビ ス ：生 活 介 護、 自 立 訓練、

就労移行支援 、就労継続支援、療養介護、児童デイサービス、短期入所）の

支給  

   日常生活を支える日中活動系サービスを適正に支給します。また提供体制

の確保に努めます。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 ３‐１ 

項目 生活介護【第２期】 

内容 

常時介護を必要とする障害者に対し、入浴、排せつ、

食事の介護や創作的活動または生産活動の機会を提供

します。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

入所系のサービスについては、引き続き施設入所支

援と合わせて提供します。  

通所系のサービスについては、特別支援学校卒業者、

転入者等を想定すると平成２３年度に、  

５６名の利用が見込まれます。  

近隣市の生活介護事業所の活用を図り提供体制を確

保します。  

みのり福祉園の生活実習事業について、平成  

２２年度を目途に法内サービスの生活介護事業への

指定手続きを行い定員の拡大に努めます。 

１９年度実施状況 
実利用者数 10 人 

（内訳）入所系 3 人 通所系 7 人 

２３年度目標 

（見込量） 

実利用者数 102 人 

（内訳）入所系 46 人 通所系 56 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ３‐２ 

項目 自立訓練【第２期】  

内容 

地域生活を営む上で必要な身体機能や生活能力向上

のために一定期間必要な訓練を行います。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

自立訓練は、有期限のサービスとなりますが、各年

度利用者が見込まれます。必要に応じてサービスを提

供します。指定事業者のサービスの利用により提供体

制を確保します。 

１９年度実施状況 
実利用者数 5 人 

（内訳）機能訓練 0 人  生活訓練 5 人 

２３年度目標 

（見込量） 

実利用者数 0 人 

（内訳）機能訓練 0 人  生活訓練 0 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  

 

 

整理番号 ３‐３ 

項目 就労移行支援【第２期】 

内容 

一般就労を希望する方に、一定期間（２年間）知識

や能力を養い、適性にあった職場に就労、定着を図る

ために訓練を行います。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要に応じてサービスを提供します。指定事業者の

利用、市内の旧体系サービス事業所の新体系への移行

により提供体制を確保します。 

１９年度実施状況 実利用者数 6 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 8 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ３‐４ 

項目 就労継続支援【第２期】  

内容 

通常の事業所で働くことが困難な方に、就労機会の

提供を通じ、生産活動にかかる知識や能力の向上のた

めの訓練を行います。これらを通じて、知識、能力が

高まった方は就労に向けての支援を行います。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要に応じてサービスを提供します。  

指定事業者の活用を図ります。  

また、市内の小規模作業所等の新体系への移行によ

り、利用者の円滑な新体系サービス利用を図ります。

なお、新体系サービスへの移行を支援するため、連絡

調整会議を開催していきます。  

みのり福祉園の旧法知的障害者授産事業について、

平成２２年度を目途に法内サービスの就労継続支援 B

型への指定手続きを行い定員の拡大に努めます 

１９年度実施状況 

実利用者数 20 人 

小規模作業所等を対象に、新法移行連絡調整会議を

開催しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 209 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ３‐５ 

項目 療養介護【第２期】 

内容 

 医療及び常時介護が必要な方に、病院等への入院に

よる医学的管理の下、機能訓練や療養上の管理、看護、

介護を提供します。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要に応じてサービスを提供します。  

指定事業者の活用を図ります。 

１９年度実施状況 実利用者数 1 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 1 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  

 

整理番号 ３‐６ 

項目 児童デイサービス【第２期】 

内容 

障害児が施設に通い、日常生活の基本動作の指導や

集団生活への適応訓練を提供します。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要に応じてサービスを提供します。  

指定事業者の活用を図ります。 

１９年度実施状況 実利用者数 2 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 1 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  



  - 59 - 

 

整理番号 ３‐７ 

項目 短期入所【第２期】 

内容 

自宅で介護を行う方が病気等の場合、短期間、施設

へ入所できるサービスを提供します。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要に応じてサービスを提供します。  

市内及び近隣の指定事業者の活用を図り、提供体制

を確保します。 

１９年度実施状況 
実利用者数 19 人 

利用日数 91 日（１月当たり） 

２３年度目標 

（見込量） 

実利用者数 24 人 

利用日数 113 日(１月当たり)  

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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４   介護給付費・訓練等給付費（居住系サービス：共同生活援助（グループホ

ーム）、共同生活介護 (ケアホーム )、施設入所支援）の支給  

   日常生活を支 える居住系サービスを適正に支給します。また、提供体制の

確保に努めます。  

 

《主な取り組み》    

整理番号 ４‐１  

項目 共同生活援助（グループホーム）【第２期】  

内容 

就労等の日中活動を利用している知的障害者・精神

障害者であって、地域で共同生活を営む方に、住居に

おける相談や日常生活上の支援を提供します。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

知的障害者については、主に、入所施設からの地域

移行に際して、グループホームの利用を見込みます。  

知的障害者のグループホームの事業所は市内に３箇

所、定員合計１２名が整備されています。施設の整備

については、施設入所部門を併設している社会福祉法

人等に整備を要請していきます。  

精神障害者対象のグループホームは２箇所、定員計９

名です。いずれも通過型（原則利用期間３年）で運営

されています。このことから、長期入院患者で地域移

行が図られる者のうち居住の場がグループホームと推

計できる３名については、現状の２箇所で提供体制の

確保を見込みます。 

１９年度実施状況 
実利用者数 12 人 

（内訳）知的障害者 4 人  精神障害者 8 人 

２３年度目標 

（見込量） 

実利用者数 14 人 

（内訳）知的障害者 5 人  精神障害者 9 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ４‐２  

項目 共同生活介護（ケアホーム）【第２期】 

内容 

生活介護等の日中活動を利用している知的障害者・

精神障害者であって、地域で共同生活を営む方に、入

浴、排せつ及び食事等の介護や日常生活上の支援を提

供します。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

知的障害者について、主に、入所施設からの地域移

行に際してケアホームの利用を見込みます。  

知的障害者のケアホームの事業所は市内に８箇所、

定員合計３８名が整備されています。施設の整備につ

いては、施設入所部門を併設している社会福祉法人等

に整備を要請していきます。 

１９年度実施状況 
実利用者数 25 人 

（内訳）知的障害者 25 人 精神障害者 0 人 

２３年度目標 

（見込量） 

実利用者数 31 人 

（内訳）知的障害者 31 人 精神障害者 ０人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ４‐３  

項目 施設入所支援【第２期】 

内容 

施設に入所する方に、入浴や排せつ、食事の介護な

どを提供します。  

 

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要に応じてサービスを提供します。  

旧体系の入所施設から施設入所支援への移行につい

ては、適切に対応していきます。 

１９年度実施状況 実利用者数 4 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 46 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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５   サービス利用計画作成費の支給  

   自ら福祉サービスの利用に関し 調整が困難な単身の障害者に対し、サービ

ス利用計画作成の支援を行います。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 ５‐１  

項目 サービス利用計画の作成【第２期】 

内容 

自ら福祉サービスの利用に関する調整が困難な単身

の障害者のサービス利用計画作成の支援を行います。  

【実施に関する考え方と提供体制確保の方策】  

必要に応じてサービスを提供します。 

１９年度実施状況 実利用者数 0 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 0 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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６   介護給付費・訓練等給付費（旧体系サービス）の支給  

   日常生活を支える旧体系サービスに係る介護給付費・訓練等給付費を適正

に支給します。  

旧体系サービスは、身体障害者福祉法または知的障害者福祉法に基づく、

日中活動系旧入所サービス、日中活動系旧通所サービス、居住系旧入所サー

ビスをいい、平成 23 年度末までには、障害者自立支援法に基づく新体系サ

ービスへの移行が必要となります。  

 

《主な取り組み》    

 

整理番号 ６‐１  

項目 日中活動系旧入所サービス【第２期】 

内容 

身体障害者療護施設 (入所 )、身体障害者更生施設 (入

所 )、身体障害者授産施設 (入所 )、知的障害者入所更生

施設、知的障害者入所授産施設において行われる日中

活動系サービスを提供します。 

１９年度実施状況 実利用者数 42 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 0 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ６‐２  

項目 日中活動系旧通所サービス【第２期】 

内容 

身体障害者療護施設 (通所 )、身体障害者更生施設 (通

所 )、身体障害者授産施設 (通所 )、知的障害者通所更生

施設、知的障害者通所授産施設、精神障害者通所授産

施設、小規模通所授産施設 (身体・知的・精神 )におい

て行われる日中活動系サービスを提供します。 

１９年度実施状況 実利用者数 126 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数  0 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  

 

整理番号 ６‐３  

項目 居住系旧入所サービス【第２期】 

内容 

身体障害者療護施設 (入所 )、身体障害者更生施設 (入

所 )、身体障害者授産施設 (入所 )、知的障害者入所更生

施設、知的障害者入所授産施設、通勤寮において行わ

れる居住系サービスを提供します。 

１９年度実施状況 実利用者数 44 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 0 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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７   地域生活支援事業の実施  

 障害者がその有する能力及び適性に応じて、自立した日常生活、社会生活

を営むことができるように、障害者自立支援法に基づいた「東大和市地域生

活支援事業」を実施します。   

実施事業は、法により 必須とされている「相 談支援事業」「コミュニケー

ション支援事業」「日常生活用具給付等事業」「移動支援事業」「地域活動支

援センター事業」に加え、「訪問入浴サービス事業」「更生訓練費給付事業」

「就職支度金給付事業」「日中一時支援事業」「自動車運転免許取得費助成事

業」「自動車改造費助成事業」「住宅設備改善事業」を行います。   

地域生活支援事業と自立支援給付のサービスは、障害者及び障害児（以下

「障害者等」という。）の地域生活での自立と社会参加を支援する上で両輪

となるものです。市では、今後も様々なニーズを踏まえ、必要なサービスの

実施を検討していきます。  
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《主な取り組み》   

 

整理番号 ７‐１  

項目 相談支援事業の実施【第２期】 

内容 

○福祉サービス及び社会資源の利用に関する相談・助

言・紹介、社会生活力を高めるための支援、権利擁

護のための援助、地域自立支援協議会の運営等を行

います。  

○対象者：障害者等、障害児の保護者又は障害者の介

護を行う者等  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

精神障害者を対象とした相談支援事業を社会福祉協

議会に委託して実施しています。平成２１年度以降も

継続して実施します。 

１９年度実施状況 

精神障害者地域生活支援センターにおいて相談支援

を行いました。 

延利用者数 6,375 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実施箇所数 1 箇所 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐２  

項目 地域自立支援協議会の設置【第２期】 

内容 

○相談支援事業の運営評価や障害者支援システム作り

の中核的役割を担う機関として市が設置します。  

○構成メンバー：相談支援事業者、障害福祉サービス

事業者、保健・医療関係者、教育・雇用関係機関、

企業、障害者関係団体、学識経験者等  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

平成２１年度に設置する予定です。 

１９年度実施状況 第１期障害福祉計画では、平成２０年度に実施予定 

２３年度目標 

（見込量） 
地域自立支援協議会の設置 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  

 

整理番号 ７‐３  

項目 市町村相談支援機能強化事業【第２期】 

内容 

○専門的な相談支援等を要する困難ケースの援助を行

うことなどを目的に、社会福祉士、精神保健福祉士

等専門的職員を配置し相談機能強化を図ります。  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

現在精神障害者を対象として、社会福祉協議会に委

託して実施しています。精神障害者の退院促進につい

ては、東京都が実施主体となる精神障害者地域移行支

援特別対策事業と連携・調整を図りながら、支援体制

の整備に努めていきます。 

１９年度実施状況 

精神障害者地域生活支援センターにおいて相談支

援を行いました。 

延利用者数 6,375 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実施箇所数 1 箇所 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７－４  

項目 住宅入居等支援事業【第２期】 

内容 

○不動産業者に対する物件斡旋依頼、家主等との入居

契約の支援、居住支援のための関係機関によるサポ

ート体制の調整等を行います。  

○対象者：民間賃貸住宅への入居を希望する障害者で

保証人がいない等の理由により入居が困難な障害

者。  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

平成２１年度に精神障害者を対象として実施する予

定です。 

１９年度実施状況 第１期障害福祉計画では、平成２０年度に実施予定 

２３年度目標 

（見込量） 
実施箇所数 1 箇所 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計 画として、再掲します。  

 

整理番号 ７－５  

項目 成年後見制度利用支援事業【第２期】 

内容 

○成年後見制度の申立てに要する費用（鑑定費用、登

記手数料、後見人の報酬の全部又は一部）を助成し

ます。  

○対象者：知的障害者福祉法第２８条、精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律第５１条の１１の２に

基づく手続きを要する者  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

現在実施しています。平成２１年度以降も継続して

実施します。 

１９年度実施状況 申請者なし 

２３年度目標 

（見込量） 
実施箇所数 １箇所 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐６‐１  

項目 
コミュニケーション支援事業（手話通訳者等の派遣）  

【第２期】 

内容 

○手話通訳者、要約筆記者等の派遣を行います。  

○対象者：聴覚、言語機能、音声機能その他の障害の

ため意思疎通を図ることに支障がある障害者等  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

手話通訳者の派遣事業は、委託により実施していま

す。平成２１年度以降も継続して実施します。要約筆

記者の派遣事業は、手話通訳者の派遣事業と合わせて

委託により実施しています。平成２１年度以降も継続

して実施します。 

１９年度実施状況 
派遣回数 手話通訳者：175 回 要約筆記者：12 回 

利用者数 手話通訳：15 人   要約筆記：4 人 

２３年度目標 

（見込量） 

手話通訳者派遣利用者数 16 人 

要約筆記者派遣利用者数 5 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  



  - 71 - 

 

整理番号 ７‐６‐２  

項目 
コミュニケーション支援事業 (点訳、音訳事業 ) 

【第２期】 

内容 

○視覚障害のため情報取得に困難な障害者に対し、音

声テープにした市報・こうみんかんだよりを希望者

に配付します。  

○対象者：視覚障害者  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

現在実施しています。平成２１年度以降も継続して

実施します。 

１９年度実施状況 
音声テープの市報、こうみんかんだよりの利用者数 

 23 人 

２３年度目標 

（見込量） 
利用者数 28 人 

担当課 秘書広報課  中央公民館 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  

 

整理番号 ７－６－３  

項目 

コミュニケーション支援事業 (手話通訳者設置事業 ) 

＜新規＞  

【第２期】 

内容 

○公共施設等に手話通訳者を設置します。  

○対象者：聴覚、言語機能、音声機能その他の障害の

ため意思疎通を図ることに支障がある障害者等  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

 設置について今後検討していきます。  

＜第２期障害福祉計画について、新規に設定が求め

られた項目です＞ 

１９年度実施状況 ― 

２３年度目標 

（見込量） 
設置の検討 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐６‐４  

項目 

コミュニケーション支援事業 (奉仕員養成研修事業 ) 

＜新規＞  

【第２期】 

内容 

一般市民を対象とした手話講習会を実施し、ボラン

ティアの育成と手話技術の向上を図ります。  

また、手話通訳者 (手話奉仕員 )養成講座を実施しま

す。  

【国の地域生活支援事業実施要綱における手話通訳者

の定義】  

手話通訳士：手話通訳を行う者の知識及び技能の認定

に関する規定 (平成元年５月２０日厚生省告示第１

０８号 )に基づき実施された手話通訳技能認定試験

に合格し、登録を受けた者  

手話通訳者：都道府県が実施する手話通訳者養成研修

事業において手話通訳者として登録された者  

手話奉仕員：市町村及び都道府県で実施する奉仕員養

成研修事業において手話奉仕員として登録された者  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

 現在手話講習会を実施しています。手話通訳者養成

講座の実施について検討します。  

＜第２期障害福祉計画について、新規に設定が求め

られた項目です＞ 

１９年度実施状況 

＜参考＞手話講習会の実施 

修了者数 初級 28 名 中級 18 名 上級 15 名 

市登録手話奉仕員数 17 人 

２３年度目標 

（見込量） 

手話講習会の継続と養成講座実施の検討 

市登録手話奉仕員数 17 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐７  

項目 日常生活用具給付等事業【第２期】 

内容 

○障害者等が日常生活を容易にするための日常生活用

具を購入した場合に、その用具の購入に要する費用

を支給します。点字図書の給付を含みます。  

○対象者：東大和市障害者地域生活支援事業規則第１

６条及び別表第１に定める障害者等。  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

 現在実施しています。平成２１年度以降も継続し

て実施します。代理受領方式により費用を支給します。

利用者負担については、住宅設備改善事業と合算して

負担上限月額を調整します。 

１９年度実施状況 給付件数 1,618 件 

２３年度目標 

（見込量） 
給付件数 2,037 件 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐８  

項目 移動支援事業【第２期】 

内容 

○屋外での移動が困難な障害者等が、社会生活上不可

欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出の

際に介護者を派遣して移動を支援します。  

○対象者：屋外の単独移動が困難な知的障害者又は精

神障害者、視覚障害者及び補装具費の支給対象とな

った車いすを利用する１級及び２級の身体障害者。  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

現在個別支援型 (障害者と支援者が１対１対応 )を実

施しています。平成２１年度以降も継続して実施する

とともに、登録事業者の拡大に取り組み、利便性の確

保に努めます。また、グループ型 (複数の障害者に対し

支援者を１名で対応 )の実施についても検討します。  

利用者負担については、日中一時支援事業の利用者

負担及び介護給付費等の利用者負担と合算して負担上

限月額を調整します。 

１９年度実施状況 

個別支援型 

 実利用者数 106 人 利用時間 933 時間 

（1 月当たり） 

グループ支援型 

第１期障害福祉計画では、平成２０年度に実施予定 

２３年度目標 

（見込量） 

個別支援型  

実利用者数 125 人 利用時間 1,377 時間 

グループ支援型 

実利用者数  11 人 利用時間  110 時間 

(１月当たり) 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐９  

項目 地域活動支援センター事業【第２期】 

内容 

○基礎的事業として、創作的活動、生産活動の機会の

提供等、社会との交流促進の支援を行う事業を実施

します。  

また、基礎的事業に加え、地域活動支援センター

Ⅰ型では、専門職員（精神保健福祉士等）を配置し、

医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のため

の調整、地域住民ボランティアの育成、障害に対す

る理解促進の啓発事業等を実施します。  

地域活動支援センターⅡ型では、地域において雇

用・就労が困難な在宅障害者に対し、機能訓練、社

会適応訓練等のサービスを実施します。  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

地域活動支援センターⅠ型は、東大和市精神障害者

地域生活支援センターウエルカムで精神障害者を対象

に、同Ⅱ型は、市立みのり福祉園で身体障害者を対象

に実施しています。  

平成２１年度以降も継続して実施します。 

１９年度実施状況 

(Ⅰ型) 精神障害者地域生活支援センターにおいて、

地域活動支援センター事業を実施しました。 

延利用者数 7,274 人 

（Ⅱ型）みのり福祉園において、地域活動支援センタ

ー事業を実施しました。 

実施回数 313 回   延利用者数 1,489 人 

２３年度目標 

（見込量） 

Ⅰ型  実施箇所数 1 箇所  実利用者数 127 人 

Ⅱ型  実施箇所数 1 箇所  実利用者数  80 人 

担当課 障害福祉課  みのり福祉園 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐１０  

項目 訪問入浴サービス事業【第２期】 

内容 

○入浴困難な在宅の重度障害者等に対して、週１回入

浴巡回車を派遣し、組立式浴槽による入浴のサービ

スを実施します。  

○対象者：身体障害者手帳１、２級及び愛の手帳１、

２度の入浴困難な在宅の障害者等  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

 現在実施しています。平成２１年度以降も継続し

て実施します。 

１９年度実施状況 実利用者数 15 人 利用回数 621 回 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 16 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐１１  

項目 更生訓練費給付事業【第２期】 

内容 

○施設に入所又は通所している障害者等で、社会復帰

のための訓練を受けている者に対しその訓練を効果

的に受けられるよう必要な経費に充てるための金銭

を給付します。  

○対象者：就労移行支援又は自立訓練を受けている者、

旧法施設で更生訓練を受けている身体障害者及び身

体障害者福祉法に基づく措置で障害者施設等で更生

訓練を受けている者で生活保護世帯に属する者。  

  ただし、平成１８年９月以前に、更生訓練を受け

ていた者（経過措置者）を含む。  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

経過措置者への支給は、平成２１年９月３０日まで

とされているので、平成２２年度以降は上記の要件を

満たした者のみへの支給となります。 

１９年度実施状況 支給人数 15 人 

２３年度目標 

（見込量） 
支給人数 ４人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐１２  

項目 就職支度金給付事業【第２期】 

内容 

○施設に入所又は通所している障害者が、就職等によ

り施設を退所する場合に就職支度金を支給します。  

○対象者：就労移行支援又は就労継続支援を受けてい

る者、旧法施設で更生訓練を受けている身体障害者

及び身体障害者福祉法に基づく措置で障害者施設等

で更生訓練を受けている者  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

対象となる方に支給します。平成２１年度以降も継

続して実施します。 

１９年度実施状況 支給人数 2 人 

２３年度目標 

（見込量） 
支給人数 5 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐１３  

項目 日中一時支援事業【第２期】 

内容 

○障害者等に対し事業者の施設等において日中一時的

に排泄、食事等の介護、その他の日常生活上の援助

を行います。  

○対象者：学齢児以上の障害者等  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

 現在実施しています。平成２１年度以降も継続して

実施します。登録事業者の拡大に努めます。  

利用者負担については、移動支援事業及び介護給付

費等と合算して負担上限月額を調整します。 

１９年度実施状況 
登録事業箇所数 6 箇所 

実利用者数   16 人 

２３年度目標 

（見込量） 

登録事業箇所数 6 箇所 

実利用者数 24 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐１４  

項目 自動車運転免許取得費の助成事業【第２期】 

内容 

○自動車運転免許を取得する障害者に対して、運転免

許の取得に要する費用の一部を助成します。  

○対象者：身体障害者手帳３級以上（内部障害４級以

上、下肢、体幹障害５級以上）の者又は愛の手帳所

持者で道路交通法施行細則に定める適正試験に合格

している者で所得制限内のもの。  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

現在実施しています。平成２１年度以降も継続して

実施します。 

１９年度実施状況 実利用者数 0 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 3 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７－１５  

項目 自動車改造費の助成事業【第２期】 

内容 

○自己の所有する自動車の操向装置及び駆動装置の改

造が必要な障害者に対し、自動車の改造に要する費

用の一部を助成します。  

○対象者：上肢、下肢、体幹に係る障害を有する身体

障害者で、１級又は２級の障害者  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

現在実施しています。平成２１年度以降も継続して

実施します。 

１９年度実施状況 利用者数  2 人 

２３年度目標 

（見込量） 
実利用者数 4 人 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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整理番号 ７‐１６  

項目 住宅設備改善費の給付【第２期】 

内容 

○重度の身体障害者（児）が日常生活の利便を図るた

め、その居住する家屋の住宅設備を改善した場合に、

改善に要する費用を限度額内において助成する。  

○対象者：  

①中規模改修：学齢児以上６５歳未満の下肢又は体

幹に係る障害が２級以上の者（児）及び補装具費の

支給対象となった車椅子を利用している内部障害者

（児）  

②屋内移動設備設置：学齢児以上で、上肢、下肢又

は体幹に係る障害が１級以上の者（児）で歩行がで

きない状態にあるもの及び補装具費の支給対象とな

った車椅子を利用している内部障害者（児）  

【実施に関する考え方と見込み量確保の方策】  

現在実施しています。平成２１年度以降も継続して

実施します。代理受領方式により費用を支給します。

利用者負担は日常生活用具給付等事業と合算して負担

上限月額を調整します。 

１９年度実施状況 利用件数 4 件 

２３年度目標 

（見込量） 
利用件数 8 件 

担当課 障害福祉課 

※【第２期】とある項目は、第２期障害福祉計画として、再掲します。  
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８   在宅障害者支援事業の実施  

  障害者が、地域で自分らしく豊かに生活することができるよう日常生活を

支援します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 ８‐１  

項目 心身障害者・児緊急一時保護事業 

内容 

○在宅の心身障害者（児）が、介護者の疾病等一時的

な事由により介護を受けることができない場合、介

護人の家庭において一時保護を行います。 

１９年度実施状況 利用者数 3 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 ８‐２  

項目 重度脳性麻痺者介護事業＜新規＞ 

内容 
○在宅の重度脳性麻痺者に対して、介護人が、家事援

助、身体介護、移動支援などの援助を行います。 

１９年度実施状況 ＜参考＞利用者数 11 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 ８‐３  

項目 福祉タクシー事業 

内容 

○上肢・聴覚障害２級以上、視覚・下肢・体幹・内部

障害３級以上の身体障害者手帳または３度以上の愛

の手帳の交付を受けた方が、市と契約した福祉タク

シーを利用することができる利用券（５００円）を、

月５枚を単位として交付します。 

※ガソリン費助成との併給は不可。 

１９年度実施状況 
助成対象者数 734 人 

助成枚数 28,854 枚 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 ８‐４  

項目 ガソリン費助成事業 

内容 

○上肢・聴覚障害２級以上、視覚・下肢・体幹・内部

障害３級以上の身体障害者手帳または３度以上の愛

の手帳の交付を受けた方で自動車を所有する方また

は、当該障害者のために使用する自動車の所有者で、

障害者と生計を一にする方に、給油をしたガソリン

費の一部を助成します。  

○助成額は対象者が支払ったガソリン費１ℓ当たり、ガ

ソリンについては５３円８０銭、軽油については３

２円１０銭とします。ただし、１か月当たり３０ℓ

分を限度とします。 

※福祉タクシーとの併給は不可。 

１９年度実施状況 助成対象者数 1,145 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 ８－５  

項目 電話料助成事業 

内容 

○１８歳以上で２級以上の身体障害者手帳の交付を受

けた方で、外出困難な方に対して、コミュニケーシ

ョン及び緊急連絡を目的に電話料（基本料金と通話

料３００円まで）を助成します。 

１９年度実施状況 利用者数 18 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 ８‐６  

項目 寝具乾燥等事業 

内容 

○障害者単身世帯または障害者夫婦を含む世帯（子ど

もが成人している場合を除く）で、１級～３級（「聴

覚または平衡機能の障害」、「音声機能、言語機能ま

たはそしゃく機能の障害」を除く）の身体障害者手

帳または１度～３度の愛の手帳の交付を受けている

方で、寝具の自然乾燥が困難な方に対して、乾燥は、

原則１人につき月１回乾燥車により、水洗いは、原

則１人につき年２回集配により実施します。 

１９年度実施状況 
寝具乾燥 5 世帯 

寝具水洗 5 世帯 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 ８‐７  

項目 おむつ支給事業 

内容 

○２級以上の身体障害者手帳または２度以上の愛の手

帳の交付を受けた方（３歳以上６５歳未満）が、在

宅で常時おむつを着用する必要がある場合、紙おむ

つ（１か月当たり４５枚以内）を支給します。尿と

り用パットを希望する方には、１日当たり２枚以内

で支給します。 

１９年度実施状況 利用者数 37 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 ８‐８  

項目 緊急通報システム及び火災安全システム事業 

内容 

○ひとり暮らし等の重度身体障害者等の急病や火災等

の緊急時における安全確保のため、緊急通報システ

ムや火災安全システムを給付し、速やかな通報等を

行います。  

○対象は、緊急通報システム：１８歳以上のひとり暮

らし等の２級以上の身体障害者手帳の交付を受けた

方、難病にり患している１８歳以上のひとり暮らし

等の方。火災安全システム：緊急通報システム利用

者で１８歳以上のひとり暮らし等の２級以上の身体

障害者手帳の交付を受けた方。 

１９年度実施状況 
緊急通報システム 3 世帯 

火災安全システム 1 世帯 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 ８‐９  

項目 酸素購入費の助成事業 

内容 

○おおむね１８歳以上の、呼吸器機能障害１級または

３級の身体障害者手帳の交付を受けた方で、酸素吸

入装置の給付を受けた方に、酸素購入費の一部を助

成します。 

１９年度実施状況 利用者数 0 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 ８‐１０  

項目 食事サービス事業 

内容 

○２級以上の身体障害者手帳、２度以上の愛の手帳及

び２級以上の精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

ている方で構成される世帯（単身世帯も可）で、買

い物や炊事が困難と思われる方、若しくは２級以上

の身体障害者手帳、２度以上の愛の手帳及び２級以

上の精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方

と６５歳以上の身体的、精神的機能低下等のある方

で構成される買い物や炊事が困難と思われる世帯

に、毎週月・火・水・木・金・土曜日の昼食を届け

ます。 

○利用者負担 １食につき５６０円（生活保護世帯は

1 食につき３６０円）（平成２０年度） 

※社会福祉協議会が行う事業への補助事業 

１９年度実施状況 
利用者数 5 人 

配食数 732 食 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 ８‐１１  

項目 福祉車両貸出事業＜新規＞ 

内容 

○身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手

帳の交付を受けた方または６５歳以上の高齢者の方

に、市が所有する福祉車両を貸し出します。 

※燃料費、有料道路料金等、車両の運行に直接必要と

なる費用は、利用者負担。 

１９年度実施状況 ＜参考＞利用者数 32 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 ８‐１２  

項目 のぞみ集会所運営事業＜新規＞  

内容 
○心身障害者（児）の福祉の増進を図るため、集会所

を設置し障害者等の利用に供します。 

１９年度実施状況 ＜参考＞利用回数 81 回 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 ８‐１３  

項目 身体障害者補助犬の貸与事業 

内容 

○都内におおむね１年以上居住している身体障害者

で、世帯全体にかかる所得課税額の月平均額が７７，

０００円未満であり、居住している家屋の所有者・

管理者の承諾を得られ、所定の訓練を受け、補助犬

を適切に管理でき、社会活動への参加に効果がある

と東京都が認めた方に、補助犬を無償で給付します。 

○視覚障害（１級）…盲導犬 

○肢体不自由（１・２級）…介助犬 

○聴覚障害（２級）…聴導犬 

《市は申請書を受理し、東京都へ送付する事務（＝進

達事務）を行います。》 

１９年度実施状況 進達者数 0 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 ８‐１４  

項目 都営交通無料乗車券の発行＜新規＞  

内容 

○身体障害者手帳、愛の手帳または精神障害者保健福

祉手帳の交付を受けた方が、都営交通を利用する際

に無料で乗車できる無料乗車券を発行します。 

１９年度実施状況 
＜参考＞発行件数 

 身体・知的他 318 件  精神 20 件 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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９   心身障害者に対する医療費助成・補装具の給付・在宅医療サービスの実施  

心身障害者（児）に対し、心身の障害の状態の軽減を図り、自立した日常

生活または社会生活を営むために提供される必要な医療費や補装具費の給付

等を支援します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 ９‐１  

項目 自立支援医療（更生医療）給付費の給付 

内容 

障害の除去または軽減が見込まれるなど、当該障害

に対して確実な治療効果が期待される医療にかかる費

用の一部を公費で負担します。 

１９年度実施状況 給付者数 14 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 ９‐２  

項目 自立支援医療（育成医療）の申請受理＜新規＞ 

内容 

身体に障害のある児童が、早い時期に治療を始め、

将来生活していくために必要な能力を得るために必要

な手術等の医療費等の一部を公費で負担します。  

《市は申請書を受理し、東京都へ送付する事務（＝進

達事務）を行います。》 

１９年度実施状況 ＜参考＞申請受理件数 15 件 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 ９‐３  

項目 補装具費の給付 

内容 

身体障害者（児）の障害部位を補い、またはその代

替をして身体障害者（児）の日常生活、職業活動等を

容易にし、自立を図る補装具の購入と修理の費用を支

給します。  

○視覚障害者：盲人安全杖、眼鏡、義眼  

○聴覚障害者：補聴器  

○肢体不自由者：義肢、装具、車いす、電動車いす、

歩行補助杖、座位保持いす等  

○意思伝達困難な重度障害者：重度障害者用意思伝達

装置  

※種目によって介護保険が優先します。 

１９年度実施状況 給付件数  成人 171 件 児童  74 件 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

 

整理番号 ９‐４  

項目 心身障害者 (児 )医療費助成＜新規＞ 

内容 

２級以上（ただし、内部障害は３級以上）の身体障

害者手帳または２度以上の愛の手帳の交付を受けた方

に医療保険の本人負担分を一部助成します。（６５歳以

上の新規申請を除く。） 

東京都制度で、市は、新規申請の受理、受給者証の

交付等を行います。 

１９年度実施状況 ＜参考＞受給者数 848 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 ９‐５  

項目 障害者の歯科診療の実施 

内容 

在宅医療サービスを充実させるため、歯科医師会と

協力し、障害者等が身近な地域で歯科医療が受けられ、

また、専門医療機関への紹介を行う歯科医療連携推進

事業の定着を図っていきます。 

１９年度実施状況 適宜、情報提供を行いました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課  健康課 
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１０   手当等の支給  

     国及び東京都では、在宅の重度障害者への援護の一環として、次のよう

な手当等を支給しています。  

 

手当等名称 所管 対象者等及び手当等額 

特別児童扶養手

当 
国 

２０歳未満の、身体障害者手帳１～３級程度、愛

の手帳１～３度程度、またはこれらと同等の疾病や

精神に障害のある児童を養育している方 

重度：月額５０，７５０円、中度：月額３３，８０

０円 

障害児福祉手当 国 

２０歳未満で、身体障害者手帳１級及び２級の一

部、愛の手帳おおむね１度、またはこれらと同等の

疾病や精神に障害のある児童 

月額１４，３８０円 

児 童 育 成 手 当

（障害） 
都 

２０歳未満の、身体障害者手帳１・２級程度、愛

の手帳１～３度程度、脳性まひまたは進行性筋萎縮

症の児童を養育している方 

月額１５，５００円 

特別障害者手当 国 

２０歳以上で、身体障害者手帳１・２級程度、愛

の手帳１・２度程度で重複障害の方、またはこれら

と同等の疾病や精神に障害のある方で常時介護を

必要とする方 

月額２６，４４０円 
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手当等名称 所管 対象者等及び手当等額 

心身障害者福祉

手当 
都 

２０歳以上で、身体障害者手帳１・２級程度、愛

の手帳１～３度程度、脳性まひまたは進行性筋萎縮

症の方 

※６５歳以上で新規に手帳取得・障害更新した方は

除く。 

月額１５，５００円 

重度心身障害者

手当 
都 

６５歳未満で、重度の知的障害、重度の身体障害、

重度の障害が重複する方で常時複雑な介護を必要

とする方 

月額６０，０００円 

心身障害者扶養

共済 
国 

加入資格：障害者の保護者（都内に住所があるこ

と、６５歳未満であること、保険契約の対象となる

ことができること） 

障害者の範囲：①知的障害者、②身体障害者（１

～３級）、精神または身体に永続的な障害を有し①

②と障害の程度が同程度の方 

年金月額：２０，０００円（口数追加加入者は４０，

０００円） 
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市では、国・東京都制度の手当等とは別に、市制度の手当を次のとおり支給

し、在宅生活を支援します。  

また、被爆者健康手帳を所持している方に見舞金を支給します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １０‐１  

項目 心身障害児福祉手当  

内容 

２０歳未満の、身体障害者手帳１～４級程度、愛の

手帳１～４度程度の障害のある児童を養育している方

に手当を支給します。 

月額６，１００円 

１９年度実施状況 受給者数 165 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １０‐２  

項目 
心身障害者福祉手当  

 

内容 

２０歳以上で、身体障害者手帳３～４級程度、愛の

手帳４度程度の方に手当を支給します。 

※６５歳以上で新規に手帳取得・障害更新した方は除

く。 

月額６，１００円 

１９年度実施状況 受給者数 634 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 １０‐３  

項目 
難病患者福祉手当  

 

内容 

東京都難病患者医療費助成を受けている方及び難病

医療費助成の対象疾病にかかり小児慢性疾患医療費助

成を受けている方に手当を支給します。 

※６５歳以上の新規申請は除く。 

月額５，１００円 

１９年度実施状況 受給者数 818 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １０‐４  

項目 原爆被爆者見舞金 

内容 
被爆者健康手帳を所持している方に見舞金を支給し

ます。 

１９年度実施状況 受給者数 46 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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１１   小規模作業所等への支援  

    在 宅 の 障 害 者 等 の 日 中 活 動 の 場 と し て 重 要 な 役 割 を 担 う 市 内 の 小 規 模

作業所等へ、国・東京都の補助金を活用し、支援を行います。  

    なお、心身障害者通所授産施設、精神障害者共同作業所、小規模通所授

産施設は、平成２３年度末までに、障害者自立支援法に基づく施設体系へ

移行が必要となります。  

    また、福祉施設等の受注拡大が求められていることを踏まえ、公共調達

における競争性及び公共性の確保に留意しつつ、福祉施設等の受注機会の

増大に努めます。  
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《主な取り組み》  

 

整理番号 １１‐１  

項目 心身障害者通所授産事業運営費等補助＜新規＞  

内容 

在宅の心身障害者の授産指導を受ける場を確保する

ことにより自立の促進を図るため、心身障害者通所授

産事業を実施する団体に補助金を交付します。  

１９年度実施状況 ＜参考＞１団体１施設に補助金を交付しました。  

２３年度目標 

（見込量） 
補助金の交付及び新法移行支援  

担当課 障害福祉課  

 

整理番号 １１‐２  

項目 
精神障害者共同作業所通所訓練事業運営費等補助  

＜新規＞ 

内容 

在宅の精神障害者の社会適応訓練の場を確保するこ

とにより社会復帰の促進を図るため、精神障害者共同

作業所通所訓練事業を実施する団体に補助金を交付し

ます。  

１９年度実施状況 ＜参考＞２団体３施設に補助金を交付しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
補助金の交付及び新法移行支援 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 １１‐３  

項目 小規模通所授産施設事業運営費補助＜新規＞ 

内容 

在宅の心身障害者の授産指導を受ける場を確保する

ことにより自立の促進を図るため、小規模通所授産施

設事業を実施する社会福祉法人に補助金を交付しま

す。  

１９年度実施状況 ＜参考＞２団体４施設に補助金を交付しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
補助金の交付及び新法移行支援 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １１‐４  

項目 小規模作業所等の運営支援＜新規＞ 

内容 

小規模作業所等が平成２３年度中に新法移行できる

よう、移行に向けた相談、情報提供を行うため移行支

援連絡会議を開催します。 

１９年度実施状況 
＜参考＞８施設合同での会議を行うと共に、個別に情

報提供を行いました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 １１‐５  

項目 小規模作業所作品展等の会場提供＜新規＞ 

内容 
小規模作業所等の作品展示、作品販売のために市役

所ロビーを展示・販売場所として提供します。 

１９年度実施状況 
＜参考＞年５回、市役所ロビーにおいて作品展を実施

しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １１‐６  

項目 地域デイグループ事業運営費等補助＜新規＞ 

内容 

在宅の心身障害者 (児 )の自立の促進を図るため、創

作活動等の事業を実施する団体に補助金を交付しま

す。 

１９年度実施状況 ＜参考＞２団体２施設に補助金を交付しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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１２   障害者の権利擁護等の支援  

    自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な障害者等に対し、権

利擁護事業の利用を支援します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １２‐１  

項目 
地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の推

進 

内容 

認知症や知的障害、精神障害者等により日常生活を

営むのに支障がある方に対し、利用者との契約により

福祉サービスの利用援助、日常的な金銭管理サービス、

書類等の預かりサービスを行い、住み慣れた地域で安

心して自立生活が送れるように、社会福祉協議会へ引

き続き支援していきます。 

１９年度実施状況 

平成１８年度から社会福祉協議会で実施している地

域福祉権利擁護事業に対し、補助金を交付しました。 

７件の契約締結後、支援を行いました。 

２３年度目標 

（見込量） 
社会福祉協議会への支援 

担当課 福祉推進課 
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整理番号 １２‐２  

項目 成年後見制度の利用支援  

内容 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等が判断能

力の低下によって日常生活を送ることが困難となった

場合でも、地域で安心して生活が出来るよう、東京都

事業の「成年後見制度活用あんしん生活創造事業」に

基づき、成年後見制度の利用支援を図っています。  

利用支援にあたっては、社会福祉協議会に委託し、

専門相談に対応するため、「あんしん東大和」を社会福

祉協議会に開設しました。    

１９年度実施状況 

平成２０年１月に社会福祉協議会と成年後見制度活

用あんしん生活創造事業の推進機関立ち上げ準備の委

託契約をしました。 

平成２０年度中の推進機関立ち上げを目指し、東京

都職員による事業説明会や準備検討会を開催しまし

た。 

２３年度目標 

（見込量） 
成年後見制度活用あんしん生活創造事業の活用 

担当課 福祉推進課 
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１３   精神障害者 (児 )の支援  

    精神障害者 (児 )の在宅生活を支援します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １３‐１  

項目 
自立支援医療（精神通院）医療費助成の申請受理  

＜新規＞ 

内容 

精神障害及び当該精神障害に起因して生じた病態に

対して通院医療費の一部を公費で負担します。  

《市は申請書を受理し、東京都へ送付する事務（＝

進達事務）を行います。》 

１９年度実施状況 ＜参考＞申請受理件数 1,242 件 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １３‐２  

項目 小児精神障害者入院医療費助成の申請受理＜新規＞ 

内容 

精神疾患のため精神科病床で入院治療を必要とする

１８歳未満の児童 (入院治療を継続している場合のみ、

２０歳の誕生月の末日まで )を対象に、入院医療費を助

成します。  

《市は申請書を受理し、東京都へ送付する事務（＝

進達事務）を行います。》 

１９年度実施状況 ＜参考＞申請受理件数 5 件 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 １３‐３  

項目 精神保健福祉相談（一般相談）＜新規＞ 

内容 

通院している在宅精神障害者及びその家族を対象に

生活相談、医療相談、福祉相談、社会復帰施設の利用

や助言、あっせんの相談を行います。  

なお、未治療・治療中断等の医療に関する相談や、

酒害・薬物問題、児童・思春期等の問題、対応困難事

例への対応と、専門相談にかかる業務については、適

宜多摩立川保健所と連携を図ります。 

１９年度実施状況 
＜参考＞一般相談に対応しました。 

実人数 686 人 延人数 1,657 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １３‐４  

項目 精神保健福祉手帳の申請受理＜新規＞ 

内容 

「精神障害」のため長期にわたり日常生活、社会生

活に制限がある人が交付される手帳制度について、相

談、申請受理、交付を行います。 

１９年度実施状況 ＜参考＞申請受理件数 276 件 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 １３‐５  

項目 精神保健講演会の実施＜新規＞ 

内容 

地域住民の心の健康づくりや精神障害者への理解や

協力体制の推進のため、当事者、家族、市民等を対象

に講演会を実施します。 

１９年度実施状況 
＜参考＞精神障害者地域生活支援センターで年３回実

施しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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１４   難病患者の支援  

    難病患者の在宅生活を支援します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １４－１  

項目 難病等医療費助成の申請受理＜新規＞ 

内容 

難病等医療費助成の対象疾病に罹患し、認定基準を

満たしていると認定した方に、その治療にかかる医療

費等の一部を公費で負担します。  

《市は申請書を受理し、東京都へ送付する事務（＝

進達事務）を行います。》 

１９年度実施状況 ＜参考＞申請受理件数 997 件 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １４－２  

項目 在宅難病患者の療養相談＜新規＞ 

内容 

在宅療養中の方が、安心して療養生活を送れるよう

に、保健所の保健師等が家庭訪問や電話、面接などに

より家庭での療養上の相談に応じています。  

《市は、保健所と連携し支援します。》 

１９年度実施状況 
＜参考＞市は、保健所と連携を図り、相談に対応しま

した。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 １４－３  

項目 難病患者ホームヘルプ事業 

内容 
在宅の難病患者に、居宅において入浴、排せつ又は

食事の介護その他のサービスを提供します。  

１９年度実施状況 未実施  

２３年度目標 

（見込量） 

対象者の把握 

実施方法の検討 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １４－４  

項目 難病患者日常生活用具給付事業＜新規＞ 

内容 

在宅の難病患者に、生活の質の向上を図るため日常

生活用具を給付します。  

 

１９年度実施状況 ― 

２３年度目標 

（見込量） 

対象者の把握 

実施方法の検討 

担当課 障害福祉課 
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１５   保育・療育・教育の充実  

   障害児に対する保育・療育、学童保育の充実を図ります。また、発達障

害者・児の支援 を行います。  

なお、一貫した支援を行うため、各関係機関等との連携を図ります。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １５‐１  

項目 障害児の保育 

内容 
全保育園で集団保育が可能な障害児の保育を実施し

ます。 

１９年度実施状況 
全保育園で実施しました。 

民間保育園 9 園  市立保育園 4 園 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 保育課 

 

整理番号 １５‐２  

項目 障害児の療育事業 

内容 

やまとあけぼの学園において、発達につまずきのあ

る就学前の児童に対し、自立を助長するために必要な

指導及び訓練を実施します。 

１９年度実施状況 
平成２０年３月初日 在籍児童数 21 人 

出席延べ児童数 3,262 人 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 保育課 
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整理番号 １５‐３  

項目 障害児の学童保育  

内容 

学童保育所における障害児の受け入れを実施しま

す。  

概ね愛の手帳４度または身体障害者手帳５～６級の

児童に対し、第６学年まで保育を行います。 

１９年度実施状況 ５施設で 14 名を受け入れました。 

２３年度目標 

（見込量） 
１学童保育所当たり 4 名 

担当課 青尐年課 

 

整理番号 １５‐４  

項目 
特別支援相談支援体制（ネットワーク）の構築  

＜新規＞ 

内容 

LD、ADHD、高機能自閉症等を含む障害のある児

童・生徒の乳幼児期から学校卒業後の円滑かつ継続的

な支援を図るため、教育、保健・医療、福祉、労働等

の連携による相談支援体制を構築します。 

１９年度実施状況 ＜参考＞情報交換会の実施（平成 18 年度） 

２３年度目標 

（見込量） 
検討 

担当課 学校教育課 
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整理番号 １５‐５  

項目 発達障害の早期発見と支援  

内容 

母子保健法第１２条及び１３条に規定する健康診査

及び学校保健安全法第１１条に規定する健康診断を行

うに当たっては、早期の発見に十分留意します。  

また、関係機関は、東京都発達障害者支援センター

等適切な支援機関の情報を提供し、継続的な支援に努

めます。 

１９年度実施状況 

【健康課】各種乳幼児健診・相談事業を実施し発達障

害の早期発見に努めました。 

フォロー体制を充実するため発達検診及びフォロ

ーグループの紹介をしました。 

発達健診回数 12 回 受診児延数 244 人 

健診時フォローグループ紹介 

１歳６か月健診後 20 人 

３歳健診後 17 人 

情報交換について母子保健から学校保健への継続

支援については、保護者の了解を得て行っています。 

「立川聾学校見学会（事業紹介）」に参加しました。 

「軽度発達障害に対する気づきと支援」研修に参加

しました。 

【学校教育課】就学時健康診断時の保健調査票の内容

について検討しました。 

【障害福祉課】適宜、情報提供を行いました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 健康課  学校教育課  障害福祉課 
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１６   高次脳機能障害者の支援  

    高次脳機能障害者の在宅生活を支援します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １６‐１  

項目 高次脳機能障害者の相談支援の充実＜新規＞  

内容 

事故や脳血管障害などにより脳が損傷を受けた結

果、高次脳機能障害となり、生活に支障を来たす場合

があります。  

東京都は、心身障害者福祉センターを高次脳機能障

害者の支援拠点と定め、生活や就労などの相談・支援、

区市町村や関係機関への助言・情報提供を行うととも

に、地域の関係機関による支援のネットワークづくり

を進めています。  

市は、高次脳機能障害に係る情報の提供を行うとと

もに、相談に適切に対応していきます。 

１９年度実施状況 ― 

２３年度目標 

（見込量） 
相談支援の充実 

担当課 障害福祉課 
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１７   就労の支援  

障害者の一般就労の機会を拡充し、社会参加を支援します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １７‐１  

項目 就労支援情報の提供 

内容 

就労を希望する障害者に、ハローワーク、東京都障

害者職業センター多摩支所等の雇用支援を行う機関に

関する情報を提供します。 

１９年度実施状況 相談支援に際し、情報提供を行いました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １７‐２  

項目 職業訓練等情報の提供＜新規＞ 

内容 

技術を習得し就業を目指している障害者等に、障害

者職業能力開発校、心身障害者職能開発センター等、

訓練機関の情報を提供します。 

１９年度実施状況 ＜参考＞相談支援に際し、情報提供を行いました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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整理番号 １７‐３  

項目 障害者就労支援関係機関連絡会等への参加＜新規＞  

内容 

福祉保健・産業労働両分野による障害者の就労を支

援する機関による情報提供・意見交換の場に参加し、

就労支援の情報収集に努めます。 

１９年度実施状況 
＜参考＞東京都障害者就労支援関係機関意見交換会、

多摩地区障害者就労支援事業連絡会に参加しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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１８   生涯学習と社会参加の支援  

     障害者等の学習・スポーツ・レクリエーション等の機会を確保するとと

もにその活動を支援します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １８‐１  

項目 学習機会の保障 

内容 

障害者の自発的な学習活動を支援していくため、そ

の基本的な方針及び各種施策などを総合的に体系化し

た生涯学習推進計画のもとに進めていきます。 

１９年度実施状況 
障害者が利用しやすい施設の整備や講座の開設条件を

配慮するような生涯学習推進計画を策定しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
推進計画の実行 

担当課 社会教育課 

 

整理番号 １８‐２  

項目 スポーツ・レクリエーション活動の充実  

内容 

障害者が参加できるスポーツ教室やレクリエーショ

ンの機会の拡充を図るとともに、自主的なスポーツ・

レクリエーション活動への相談・支援体制の充実に努

めます。 

１９年度実施状況 障害のある児童・生徒の交流会を年３回実施しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 青尐年課 
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１９   障害者理解の推進  

    住民誰もが相互に人格と個性を尊重し支えあう共生社会の理念の普及を

図ると共に、障害者理解を促進し、障害者への配慮等について、啓発・広

報活動を推進します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 １９‐１  

項目 共生社会の理念の普及＜新規＞ 

内容 
障害者週間の広報等を通じて、共生社会の理念の普

及を図ります。 

１９年度実施状況 ＜参考＞ 東大和市報に、掲載しました。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 

 

整理番号 １９‐２  

項目 障害者への配慮等に係る啓発  

内容 
障害者が利用、活用する視覚障害者誘導用ブロック、

補助犬、補装具等に対する理解を推進します。 

１９年度実施状況 
＜参考＞補助犬に関するリーフレットを、配布しまし

た。 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 障害福祉課 
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２０  バリアフリー化の推進  

    障害者が安全に安心して生活し、社会参加できるよう生活環境のバリアフ

リー化を推進します。  

 

《主な取り組み》  

 

整理番号 ２０‐１  

項目 都営住宅建替え整備に関する要請 

内容 
都営住宅の建替えに際し、障害者に配慮した住宅の

整備を要請し、障害者用住宅の確保を図ります。 

１９年度実施状況 

【都市計画課】都営東京街道団地の建替えに当たり、

バリアフリー化等を要請しました。 

【障害福祉課】平成１９年度は建替整備に際しての意

見要請機会はありませんでした。（平成１７年度に要

望済み） 

２３年度目標 

（見込量） 
継続 

担当課 都市計画課  障害福祉課 

 

整理番号 ２０‐２  

項目 情報のバリアフリー化＜新規＞ 

内容 

視覚障害者に対する文字情報のバリアフリー化を図

るため、庁内において、活字文書読み上げ装置に対応

するＳＰコードの導入を図ります。  

１９年度実施状況 ― 

２３年度目標 

（見込量） 
導入の検討 

担当課 障害福祉課 

 

 

  


